
軽度者に対する福祉用具貸与の例外給付の取扱い 
 

要介護認定が軽度者に対する福祉用具貸与については、その状態像からみて使用が想定しにくいとし

て、原則貸与対象外となる福祉用具の種類（対象外種目）が定められています。 

ただし、軽度者であっても特に必要な状態の人に対して、例外的に貸与することができます。 
 

１）対象者および対象となる福祉用具 

要介護認定 

（軽度者） 

福祉用具の種類 

（対象外種目） 

支援１、２ 

介護１ 

車いす及び車いす付属品 ※付属品のみの場合も含む 

※電動カー、電動車いすを含む 

特殊寝台及び特殊寝台付属品 ※付属品のみの場合も含む 

床ずれ防止用具及び体位変換器 

認知症老人徘徊感知機器 

移動用リフト ※つり具の部分を除く 

支援１、２ 
介護１、２、３ 

自動排泄処理装置 

 
 

２）例外給付の方法 
 

直近の認定調査票の結果により判断する方法 
 

貸与しようとする種目に応じた認定調査の結果が判断基準に該当する場合は、適切なケアマネジメン

トの上で貸与することができます（届出は不要）。 
 

《判断の流れ》 

① 居宅介護支援事業者は、市から「要介護（要支援）認定等の情報提供にかかる申出書」により

認定調査票等の写しを取り寄せてください。 
 

② 「算定可否の判断基準チェック表」を参考に、認定調査の結果が判断基準に該当するかどうか

確認をしてください。 

（該当する例：車いすの場合、調査項目「１-７歩行」が「できない」） 
 

③ 該当することが確認とれた認定調査票等の写しは、居宅サービス計画書と一緒に保管し、また

福祉用具事業所にも提供してください（「介護認定審査会資料」のみでよい）。 
 

④ 要介護認定の更新、区分変更ごとに確認をして判断してください。 
 

届出により市が給付の要否を判断する方法 
 
貸与しようとする種目に対する医師の医学的な所見による判断（ⅰ～ⅲのいずれかに該当）および

適切なケアマネジメントにもとづく居宅サービス計画書の届出をおこない、市が給付の要否を判

断します。 
 

３）例外給付の届出について 
 
① 届出が必要な対象者 
 
・認定調査の結果が判定基準に該当しない場合。 
 
・要介護認定申請中で届出の必要があるか判断出来ない場合。 
 
 



② 届出時期 

・新規に対象となるとき 
 
・要介護認定期間が更新するとき（更新申請、区分変更申請など） 
 
・貸与品目の追加、変更があったとき 
 
・届出後１年経過したとき 
 

《留意事項》 
 
・原則的に貸与開始前に提出してください。 
 

・貸与開始日は届出日、もしくは貸与開始前届出の場合は貸与開始予定日となります。 

 ※必要な書類を全て受理した日を届出日とします。 
 

・届出に必要な書類の提出がない、又は内容等が不十分で、保険者である本市が必要性を確認しな
いままサービスを提供した場合、原則として福祉用具貸与費は算定できません。 

 従って見込み違いで軽度者の例外給付の対象となっても未届け期間は算定できません。 
 

・末期がんなどで早急な利用が必要等のやむを得ない事情により貸与開始後に届出書を提出する

場合は事前に相談をしてください。 
 

③ 届出に必要な書類 

要支援１、２ 要介護１、２、３、 

● 軽度者に対する福祉用具貸与の例外給付届出書 

● 算定可否の判断基準チェック表 

● 車いす（電動含む）の貸与にかかる判断上の留意点 ※車いすの場合のみ 

● 介護予防サービス・支援計画書 
 

● 介護予防支援経過記録（サービス担当者

会議の要点を含む） 

● 居宅サービス計画書（１～４表） 

 

 

● 医師の医学的な所見が確認できるもの 注）参照 
 

注）「医師の医学的な所見が確認できるもの」は以下のいずれか１点 
 
ａ）主治医意見書 

ｂ）診断書 

ｃ）聴取した内容が示された書類（様式は任意で可） 

ｄ）その他（支援経過記録やサービス担当者会議記録への記載でも可） 
 

     ・医師及び医療機関へ書類の記載を依頼する際に情報提供料が発生する場合があります。 

     ・福祉用具を必要とする理由が分かるように、病名、症状および状態を確認してください。 
   

④ 届出の方法 

郵送もしくは窓口へ提出（郵送の場合は到着日を届出日とします） 

  
＜ 提 出 ・ 問 い 合 せ 先 ＞ 

〒818-8686 筑紫野市石崎一丁目 1番 1号 
筑紫野市 健康福祉部 高齢者支援課 指定指導担当 
ＴＥＬ：923-1111   ＦＡＸ：920-1786 


